
男性正社員を長期的・安定的に雇用し、年功序列で昇進・昇給の処遇をとり、また女性は、結婚・出

産までの期間、低賃金で補助的な業務に従事するという大企業を中心とした雇用・就業形態は、日本の

高度成長期を支えた。その後、１９８５年に男女雇用機会均等法の制定、時期を同じくして、いわゆるバブ

ル経済が始まる。また１９９０年１月の株式大暴落に端を発したバブル経済の崩壊以降は、中高年層のリス

トラや若者の就職難など、雇用の不安定化、多様化が一層進んでいる。

日本女性の年齢階級別労働力率（１５歳以上人口のうち、従業者、休業者、完全失業者からなる就業者

合計である労働力人口の当該年齢階級における割合）は、結婚・出産期にあたる３０歳代でその値が減少

する、いわゆるＭ字曲線を描く。男性の労働力率が、２０歳代後半から５０歳代まで、ほぼ台形であるのと

対照的である（２‐１、２‐２、２‐３）。しかし、全国女性の潜在的労働力率（労働力人口に、非労働力人口の

うち就業希望者を足した数を１５歳以上人口で除した割合）を年齢階級別にみると、労働力率のみの場合

より全体的に値が上昇し、３０歳代にみられるＭ字の谷も浅くなる。非労働力人口の女性においても、就

業意欲は高いことがうかがえる（２‐１）。

特に、神奈川県においては、全国と比較してこのＭ字の谷が深いこと（２‐３）、前章でもふれたように、

専業主婦の割合が高いという特徴がある。しかし、就業構造基本統計調査によると、神奈川県において

は無業者の女性のうち、就業を希望する求職者の割合は全国を上まわる（２‐４）など、全国と同様に「働

きたい」と考えながら「働けない」女性が少なからず存在することが予測される。

神奈川県の女性及び男性の労働時間は、１９７０年と２００４年を比較すると、わずかながら減少しており、

男女間の差も縮小している。しかし、男女の賃金格差は依然存在し、２００４年の神奈川県賃金調査による

と、所定内平均賃金における男女間格差は１１４，８３０円で、女性の所定内平均賃金は男性の約６７％となっ

ている（２‐５）。

また、経済情勢の変化に伴い、正社員以外の働き方である、パート、アルバイト、派遣・契約・嘱託

などの割合が、女性・男性ともに増加傾向にある。神奈川県毎月勤労統計調査によると、常用労働者数

に占めるパート労働者の割合は、女性が５０．７％、男性は１３．０％（２００４年）で、女性労働者の約半数がパー

ト労働者となっている（２‐６）。また、パート収入が１０３万円を超えると、夫の所得から配偶者控除が受

けられなくなるため、その範囲内で就労するという「年収１０３万の壁」が存在する。また、男性も年功

序列で昇進・昇給する雇用形態が、個人の職務内容や業績を反映した雇用・就業形態へと変化しつつあ

り、雇用の非正規化が進んでいる。

家庭と仕事との両立支援に関しては、１９９１年に育児休業法が制定、１９９５年には、育児休業法に介護休

業制度が盛り込まれ、また２０００年に介護保険法が制定となり、育児・介護休業制度に対する企業内での

取組も徐々に進みつつある（２‐１０、２‐１１）。しかし、図表には示さないが、育児休業取得者は女性が約

８０％で、男性の取得率は１％に満たない。（２００１年県女性労働実態調査）。
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２‐１ 女性の年齢階級別潜在的労働力率－全国（２００４年）

潜在的労働力率（＝非労働力人口のうち、就業希望者と労働力人口の割合を合計した人数が当該年齢階級に占める割合）
の全国女性の状況をみると、３０歳代で労働力率との差が最も大きく、結婚・育児期においても働きたいと希望する女性
の多いことが推測される。

出 所 男女共同参画白書
原出所 労働力調査

２‐２ 性、就業状態、主な活動状態、従業上の地位別１５歳以上人口－神奈川県・全国（２０００、２００４年）

２００４年の神奈川県の労働力人口比率（１５歳以上人口に占める労働力人口の比率）は、女性は４７．２％、男性は７６．１％で、
女性は全国平均の４８．３％より低く、男性は全国平均の７３．４％より高い。 （単位：千人、％）

注：自営業主には内職、雇用者には会社・団体の役員を含む。
統計表の数字は試算値の百位で四捨五入してあり（ただし、増減及び率は千人単位の数字から算出している。）、総
数には分類不能及び不詳の数が含まれるため、総数と内訳の合計とは必ずしも一致しない。

出 所 神奈川県企画部統計課、全国数値は原出所より
原出所 労働力調査
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２‐３ 配偶関係・年齢階級別労働力率－神奈川県・全国（２０００年）

年齢階級別労働力率を配偶関係別でみると、神奈川の有配偶者の労働力率は３０～３４歳で最も大きく落ち込み、その後の
ピーク時の４５～４９歳でも５８．８％にとどまる。全国（６８．３％）と比較すると１０％以上の差がみられる。

労働力率＝労働力人口（年齢階級別）／１５歳以上人口（年齢階級別）
出所 ２‐３a、２‐３bとも国勢調査より作成

２‐４ 女性の就業希望率－神奈川県・全国（１９９７、２００２年）

神奈川県の女性の労働力率は全国と比較し低いが、就業を希望する者の割合は、２００２年で１２．６％となっており、全国（１

１．５％）よりも高い。

（単位：％）

就業希望率＝無業者の就業希望者のうち求職者／無業者
注：数値を千人未満四捨五入し計算
出所 就業構造基本統計調査より作成

２‐３a 女性の年齢階級別労働力率・神奈川県

２‐３b 女性の年齢別労働力率・全国

神奈川県１９９７ 神奈川県２００２ 全国１９９７ 全国２００２
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２‐５ 男女別平均賃金と男女格差の推移（１９７０－２００４年）

男女の労働時間数の差は、１９７０年には２６．５時間であったが、２００４年には１１．３時間に縮小している。他方、所定内賃金の
男女格差をみると、１９９０年と２００４年を比較すると縮小傾向にあるが、男女雇用機会均等法の制定から約２０年が経過する
今日でも、女性の所定内平均賃金は、男性の約６７％にすぎない（２００４年）。

注：１９７０年は、産業計のうち労務職の数値
１９８０年は中小企業のみの数値
１０円未満四捨五入のため、所定内賃金と所定外賃金の合計が賃金総額と一致しない場合がある

出所 神奈川県賃金調査

２‐６ 性、常用・パートタイム労働者数の推移（１９９０－２００４年）

常用労働者数に占めるパートタイム労働者の割合は、１９９０年には女性４０．５％、男性５．９％、２００４年には女性が５０．７％、男
性が１３．０％と、男女間で大きな差がある。また、男女ともパートタイム労働者の割合が増加傾向にあり、正規の職員・
従業員中心の雇用形態が変化しつつある。 （単位：人、％）

出所 神奈川県毎月勤労統計調査
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区 分
常用労働者数 うちパートタイム労働者数
実 数 実 数 パートタイム比率

１９９０年
事業所規模

５ 人 以 上

計
（人）

２，１５１，０７７
（人）
３８７，０４６

（％）
１８．０

女 ７５１，８１９ ３０４，２９０ ４０．５
男 １，３９９，２５８ ８２，７５６ ５．９

１９９５年
事業所規模

５ 人 以 上

計 ２，２００，５７１ ３８９，６２３ １７．７

女 ８０６，２５６ ３０９，３３３ ３８．４
男 １，３９４，３１７ ８０，２９０ ５．８

２０００年
事業所規模

５ 人 以 上

計 ２，４２０，８５３ ６１６，２５９ ２５．５

女 ９２９，４５７ ４５５，００５ ４９．０
男 １，４９１，３９６ １６１，２５４ １０．８

２００４年
事業所規模

５ 人 以 上

計 ２，３７４，９７２ ６６０，４８６ ２７．８

女 ９３４，９７５ ４７３，７８２ ５０．７
男 １，４３９，９９８ １８６，７０４ １３．０

－１５－



2,352,951人�

170,934人�
（6.8%）�

136,832人�

22,598人�
（14.2％）�

292,959人�

25,554人�
（8.0％）�

21,774人�

3,521人�
（13.9%）�

技術者�技術者� 科学研究者�科学研究者�

（全国）�（神奈川）�

女性�

男性�

２‐７ 性別パートタイム労働者の１時間当たり所定内給与額及び年間賞与その他特別給与額－

神奈川県・全国（２００４年）

神奈川県におけるパートタイム労働者の約８０％が女性である。１日の労働時間は男性より短く、１時間当たり所定内給
与額は男性より低いが、勤続年数、実労働日数とも男性より長い。

出所 賃金構造基本統計調査

２‐８ 性別、科学研究者・技術者数－神奈川県・全国（２０００年）

全国で科学研究者として働く女性の割合は１４．２％、技術者が６．８％にとどまっているが、神奈川県でも科学研究者が１３．９
％、技術者が８．０％と女性の進出が少ない分野となっている。

出所 国勢調査より作成

２‐９ 性別、消防吏員・消防団員数の推移（２００２－２００４年）

防災は、国の男女共同参画基本計画（第２次）で新たな取組を必要とする分野とされているが、神奈川県の女性消防吏
員は２００４年で１．７％、女性消防団員は３．９％と低い状況となっている。 （単位：人、％）

注：消防吏員の従事する消防署数５９、消防出張所数２１０。消防団員の従事する消防分団数５４０。（２００４年）
出所 かながわの防災資料編より作成

消防吏員総数 うち女性 女性割合 消防団員総数 うち女性 女性割合

２００２
２００３
２００４

９，０７２ １３９
９，１１８ １４０
９，１３１ １５２

１．５％
１．５％
１．７％

１９，５３８ ７５８
１９，４３７ ７５７
１９，１９６ ７５５

３．９％
３．９％
３．９％

労

働

企業規模計

（区 分）

女 性 パ ー ト タ イ ム 労 働 者 男 性 パ ー ト タ イ ム 労 働 者

年

齢

勤

続

年

数

実
労
働
日
数

１
日
当
た
り
所
定

内
実
労
働
時
間
数

１
時
間
当
た
り

所
定
内
給
与
額

年
間
賞
与
そ
の
他

特
別
給
与
額

労

働

者

数

年

齢

勤

続

年

数

実
労
働
日
数

１
日
当
た
り
所
定

内
実
労
働
時
間
数

１
時
間
当
た
り

所
定
内
給
与
額

年
間
賞
与
そ
の
他

特
別
給
与
額

労

働

者

数

神奈川
産業計

歳
４４．４

年
５．２

日
１８．１

時
５．６

円
９５２

千円
３３．３

十人
３１，５２３

歳
４１．０

年
４．４

日
１６．８

時
６．３

円
１，０７９

千円
２６．４

十人
７，９６９

製造業
卸売・小売業
飲食店，宿泊業
サービス業
（他に分類されな
いもの）

４８．７
４５．２
３６．９

４６．８

６．５
５．７
３．６

４．７

１９．６
１９．３
１５．５

１６．３

６．２
５．５
５．１

５．５

９０８
９１６
８６１

１，０４４

６９．４
２３．１
２２．７

２７．２

３，２８８
１６，０２３
４，５２３

３，６０１

５２．３
３７．５
２４．１

４７．１

６．３
５．６
１．８

３．６

１９．５
１７．８
１３．３

１７．１

６．９
６．２
５．４

６．７

１，１７４
１，０１２
９２０

１，０４８

８５．８
１１．８
２．０

２３．３

７９６
２，８００
１，１６５

１，６８９

全国
産業計 ４３．６ ５．１ １９．０ ５．５ ９０４ ４１．５ ４４７，７５１ ３８．５ ３．６ １７．６ ５．８ １，０１２ ３３．４ １２３，６５３

－１６－
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２‐１０事業所規模別育児休業制度の規定がある事業所の割合の推移（１９９３－２００１年）

２００１年現在、事業所規模１，０００人以上、及び３００－９９９人以上の所では約９割に育児休業制度の規定がある。企業規模が５０
－９９人の企業においても、１９９３年には約３０％だったものが、２００１年には倍以上に増加している。

注：１９９３年は育児休業制度がある事業所割合。
１９９７年は育児休業制度を就業規則・労働協約等に明文化している事業所割合

出所 神奈川県女性労働実態調査より作成

２‐１１事業所規模別介護休業制度の規定がある事業所の割合の推移（１９９３－２００１年）

育児休業法の制定に遅れること４年の後に実施された介護休業制度の法整備であるが、企業規模にかかわらず、介護休
業制度の規定がある企業割合は増えつつある。しかし、２００１年現在でも５０人未満の規模の事業所では約３割にとどまっ
ている。

注：１９９３、１９９７年は介護休業制度の導入事業所割合
出所 神奈川県女性労働実態調査より作成

労

働

－１７－



２‐１２１世帯当たり平均１ヶ月間の収入と支出（勤労者世帯）の推移－横浜市・川崎市（１９８０－２００４年）

家計調査の中から、横浜市・川崎市の１世帯あたり１ヶ月間の収入と支出をみると、川崎市において、１９８０年の実収入
のうち、妻または世帯主の配偶者（うち女）の収入割合は、４．８％だったものが、２００４年には１０．３％と増加しており、女
性の家計への寄与がうかがえる。横浜市では、実収入のうち、妻または世帯主の配偶者（うち女）の収入割合は２０００年
までは増加傾向であったものが、２００４年には再び減少している。

注：支出は消費支出のみ
出所 家計調査年報より作成

労

働

用 途 分 類 単位 横浜市１９８０ １９９０ ２０００ ２００４

集計世帯数
世帯人員
有業人員
世帯主の年齢

実収入
世帯主の収入（男女）
世帯主の配偶者の収入
うち女（２０００・０４）、妻
の収入（１９８０・９０）
（実収入に占める割合）
実収入以外の収入

消費支出
食料
住居
光熱・水道
家具・家事用品
被服及び履物
保健医療
交通・通信
教育
教養娯楽
その他の消費支出

エンゲル係数

世帯
人
〃
歳

円
〃

〃

％
〃

円
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
％

１１２
３．７２
１．３８
４１．５

３９２，１５６
３３７，０４６

１７，６０１

（４．５）
１８５，２６７

２６５，０１８
７２，４５１
１３，４８１
１２，８５３
１１，２０８
２０，１１２
６，８７２
２１，８７２
１０，２９２
２４，２２５
７１，６５２
２７．３

１０９
３．６４
１．５９
４４．７

５７２，６６９
４９４，７３８

２４，２７３

（４．２）
３５２，８５４

３７１，４５２
８８，１１２
２３，７７３
１７，４２０
１４，６００
２９，１３８
９，８８７
３７，９９５
１９，８３５
３８，４２６
９２，２６８
２３．７

８９
３．４９
１．６３
４６．２

６６９，１６７
５７４，１０１

４９，５７７

（７．４）
４９９，６１８

３８８，１４３
８６，７３２
２３，８６８
２２，５７７
１２，６９６
１８，１４７
１１，７４１
６２，６３２
２６，４８８
４５，７３７
７７，５２５
２２．３

８３
３．３９
１．５２
４６．５

６０４，１９０
５２５，８８９

２８，５５１

（４．７）
６１４，９６１

３８１，２３５
８１，６８１
２１，６７０
２１，１７８
１５，１６７
１７，６４８
１１，７４０
４７，６２３
２９，７２５
３９，２１２
９５，５９０
２１．４

用 途 分 類 単位 川崎市１９８０ １９９０ ２０００ ２００４

集計世帯数
世帯人員
有業人員
世帯主の年齢

実収入
世帯主の収入（男女）
世帯主の配偶者の収入
うち女（２０００・０４）、妻
の収入（１９８０・９０）
（実収入に占める割合）
実収入以外の収入

消費支出
食料
住居
光熱・水道
家具・家事用品
被服及び履物
保健医療
交通・通信
教育
教養娯楽
その他の消費支出

エンゲル係数

世帯
人
〃
歳

円
〃

〃

％
〃

円
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
〃
％

７３
３．６３
１．４５
４２．７

３１３，７６９
２６７，８３３

１５，１６３

（４．８）
１１４，１０５

２１７，３８５
６５，９９６
１３，１８２
１１，５０５
８，３９９
１５，６６３
５，３４５
１５，４８３
８，５８８
２０，６２１
５２，６０３
３０．４

７２
３．５６
１．５１
４３．５

５６２，６０６
４８３，４７５

４５，３２０

（８．１）
４２９，２３６

３５９，６７６
８４，５２９
２２，６１６
１７，４７２
１４，８００
２７，０１２
９，７７８
３６，４３３
２４，２５４
３７，５９３
８５，１９０
２３．５

６０
３．２２
１．５８
４５．４

５８３，２７６
４９６，５５６

４６，２０８

（７．９）
３９５，６７０

３３４，４７５
７８，１９０
３５，８０８
２０，５９５
９，４９３
１６，５６８
１０，８２４
３６，８０４
２２，１１６
３４，２０８
６９，８６８
２３．４

５８
３．２１
１．６２
４３．６

６４７，０８８
５４０，９７５

６６，６５９

（１０．３）
４５８，６５１

３７８，０８９
８３，５５１
３２，２９４
２１，１０５
８，９５８
２０，２８１
１２，９４７
４５，１７３
２５，６４９
４６，６１４
８１，５１６
２２．１

－１８－


